障害者施策への「定率（＝応益）負担」の導入に反対する意見書
　国は２００４年１０月、社会保障審議会に「今後の障害保健福祉施策について（改革のグランドデザイン案）」を示し、障害者施策の抜本的な改編を行うべく準備を進め、０５年１月開会の１６２回国会でそれらの内容を盛り込んだ「障害者自立支援給付法（仮称）」を成立させようとしている。とりわけその中で、福祉サービスや公費負担医療を受ける際に、利用者から１割の定率（＝応益）負担を徴収するとともに、食費等の自己負担を求めることは、障害者とその家族の生活に深刻な打撃を与えることとなる。
　定率（＝応益）負担は第一に、入所施設などにおいては基礎年金額をはるかに超過する額となり障害者の収入だけではまかなえないこと、第二に、多くの福祉サービスの利用を必要とする重度障害者ほど多額の利用料が徴収されること、第三に「低所得者への配慮」についても生活保護世帯と同一生計者全員が市町村民税非裸税、収入がゼロの人にしか適用されないなどその範囲がきわめて限定的であることなど、障害者とその家族の影響は計り知れない。
　また、制度全般に関わる大がかりな改革にもかかわらず、実施に必要な準備期間が全く考慮されていないなど、地方公共団体においても深刻な混乱をもたらすことが懸念される。地域住民のくらしを守るため、応益負担の拙速な導入は行わず、障害者・家族・関係者、地方公共団体との十分な協議を行うよう、強く要望する。
記
１．障害者医療・障害者福祉サービスヘの定率負担導入を見送ること。
          ２．制度改革に関して関係者・自治体と十分な協議を行うこと。
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
平成１７年３月２８日
大阪府和泉市議会
